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概要『栄養疫学・政策研究センター』

背景・社会的意義等

目標・令和6年度実績・成果・課題

ポイント

栄養・食生活と健康に関する科学的根拠を構築し、個人、集団、環境レベルで普及実装することを目指す

・ 食生活・栄養による健康への影響を明らかにするための栄養疫学研究

・ 健康・栄養政策の立案及び評価に資する研究

・ 国民健康・栄養調査などを活用して、現在の日本人の栄養摂取状況・食行動や関連する健康状態を評価する研究

・ 令和5年国民健康・栄養調査の集計・解析、令和6年技術研修セミナーの開催

・ 栄養政策（健康日本21、食事摂取基準の改定等）の立案評価に関わる根拠データの提供

・ 食事・栄養面で特別な配慮を必要とする集団に対して科学的エビデンスを開発するため

のコホート研究等の実施（乳幼児、妊産婦を対象）

・ 食環境整備推進のための産学官等連携共同研究プロジェクトへの参画

・ 持続可能で健康的な食事に関する健康経済学的研究

・ 国民健康・栄養調査などの公的統計データを活用し、WHOなどと協力して国際共同研究

を行い、グローバルな疫学データを情報発信

・ 電子化医療情報を活用した疾患横断的コホート研究情報基盤整備事業（ 6NCコホート

連携事業）への参画

・ 『国民健康・栄養調査研究室』 国民健康・栄養調査における栄養摂取状況等のオンライン化に向けた検討開始

・ 『国民健康・栄養調査研究室』摂津市在住妊婦の栄養・食生活に関する縦断調査(PANCAKE Study)の対象者リクルート開始

・ 『栄養疫学研究室』食環境整備推進のための産学官等連携共同研究プロジェクト データベース・オープンに向けた開発

・ 『栄養社会科学研究室』国際共同研究を含む8編の原著論文（全て国民健康・栄養調査データを活用）の報告

国民健康・栄養調査

研究室

栄養ガイドライン

研究室

栄養疫学研究室
栄養社会科学

研究室

栄養疫学・政策研究センター

松本麻衣室長

中村美詠子センター長

池田奈由室長

中村併任

中村併任
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『栄養疫学・政策研究センター』のミッション

栄養・食生活と健康に関する科学的根拠の構築

栄養疫学研究
科学的根拠
evidence

行動科学・
食育研究

政策立案貢献
practice

健康経済学・
シミュレーション

研究
政策評価等

assessment

健康・栄養政策の立案及び評価に資する研究

人
（食習慣、嗜好、社会経済的要因等）

医療費 栄養政策

食行動
食育

疾病負荷

食事
（栄養素、食品、料理等）

食環境 食文化
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●食環境整備・行動変容・食育・社会実装に関わる研究

●栄養疫学研究（横断研究, コホート研究, 大規模コホートとの連携）, 食事摂取基準等レビュー

●国民健康・栄養調査（国調）の集計・解析,  国調データを用いた政策評価・国際共同研究

『栄養疫学・政策研究センター』の研究プロジェクト（令和6年度）

健康日本21
分析評価

岡田

国際
共同研究

池田

国調
集計解析
松本，中村

精度向上
国調見直し
中村, 松本, 岡田

地域栄養
調査支援

松本

健康経済学
研究
池田

panca
ke

PANCAKE
Study

松本，中村

長寿研
(NPM評価)
瀬崎，中村

6NCコホート
連携事業
(フレイル)
(樫野),中村

三ケ日町
研究

(血中カロテノイド)

中村

ｖ

食事摂取基準
に関わる
レビュー等

松本, 岡田

プロ
ファ
イル

日本版栄養プロ
ファイリングモ
デル開発研究

岡田

プロ
ファ
イル

食環境
整備推進PJ
データベースWG

中村，岡田

プロ
ファ
イル

食環境
整備推進PJ
シミュレーション

WG

池田

プロ
ファ
イル

大阪府
委託事業
（ナッジ）

(樫野),中村

皮膚カロテ
ノイド研究

中村

摂津市 浜松市 浜松市

千葉県栃木県厚生労働省 厚生労働省

厚労科研

厚労科研

厚労科研

こども科研

大阪府

WHO

プロ
ファ
イル

食環境
減塩推進

シミュレーション

池田
厚労科研

プロ
ファ
イル

食環境
ソーシャル
メディア

松本

学振

厚労科研

学振

６NC 長寿医療
研究センター

厚生労働省

学振で開始

国調室 国調室 国調室 国調室 社会科学室 社会科学室

国調室

国調室

国調室国調室

国調室 国調室 国調室 社会科学室
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『国民健康・栄養調査研究室』：国民健康・栄養調査の調査手法見直しに関する研究

令和６年度外部資金：厚生労働行政推進調査事業費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）（代表）

1947年～現在
食事記録法
※現状では国際的に食事調査
のGold Standardと評価されて
いる調査方法

指定研究として
食事記録法に代わり得る
オンライン型の食事調査方法
導入にむけた検討を開始
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Spring vs. Summer Spring vs. Fall 

Spring vs. Winter Summer vs. Fall 

Summer vs. Winter Fall vs. Winter

『国民健康・栄養調査研究室』：食事摂取量の季節差に関するメタアナリシス

令和６年度外部資金：厚生労働行政推進調査事業費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） （代表）

目的：日本人成人の食事摂取量の季節差を報告した文献を系統的に抽出し、メタアナリシスを実施する
方法：■ PubMedと医中誌で1990年から2022年9月28日までに報告された文献

■ 日本人成人を対象に、2季節以上で食事記録法もしくは24時間思い出し法により食事摂取量を報告している文献を系統的に抽出
（PROSPERO: CRD42022356084）

■ ほとんどの栄養素と食品群は、
すべての比較において有意な差が認められないか、
1つの比較においてのみ有意な差

■ 季節間の比較において、じゃがいも、野菜、果物は、
6つの組み合わせ中5つで有意な差

■ じゃがいもの摂取量は秋と冬に多い
■ 野菜の摂取量は夏に多い
■ 果物の摂取量は秋に多い

※  ビタミンCについては、季節による有意な差がほとんどの研究で報告されている
ものの、平均差をプールすると、夏は秋よりも18mg/日、冬よりも13mg/日、少な
いことが認められた

■ 毎年11月（拡大調査年は10～11月）に実施している
国民健康・栄養調査で、日本人の栄養素等摂取量を評価する
ことの妥当性と注意点に関する根拠を提示
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『国民健康・栄養調査研究室』：共食と栄養素・食品群摂取量との関連

令和６年度外部資金：厚生労働行政推進調査事業費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） （代表）

目的： 日本人成人における世帯内での食事の共有頻度と栄養素・食品群摂取量との関連を検討する
方法：■ 2018・2019年の国民健康・栄養調査に参加した2人以上世帯の20歳以上の世帯員（男性:3310名、女性：3386名）

■ 朝食・昼食・夕食で1食品以上（砂糖、油脂、飲料、調味料以外）を共有した場合を共食とみなす。
1日あたりの共食の機会と栄養素・食品群摂取量との関連を解析） Yuan X. Nutrients. 2024.

男性の食品群摂取量 女性の食品群摂取量

■ たんぱく質、食物繊維、ビタミン類、ミネラル類等の栄養素摂取量も共食の頻度が多いほど摂取量が多く、栄養素の十分な
摂取のためには、共食等の社会的要因へのアプローチが有用である可能性がある



成果

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 8

『国民健康・栄養調査研究室』：摂津市在住妊婦の栄養・食生活に関する縦断調査

令和６年度外部資金：こども家庭行政推進調査事業費補助金 (成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業)

目的：① 妊娠前の体格別、妊娠各期の栄養・食生活、身体活動・運動、体重・体組成の実態を明らかにする
② 妊娠中の栄養・身体活動をはじめとする生活習慣・身体状況と妊娠の経過や転帰、児の健康との関連を明らかにする

研究体制：所内（臨床栄養研究センター・身体活動研究センター）、国立成育医療センター（代表）、同志社女子大学、東京大学、大阪大学

臨床栄養研究センター令和5年3月に
連携協力に関する協定を締結
摂津市の全面的なご協力の
もと、平成6年11月にリク
ルート開始
2/19時点で87人を登録

臨床栄養研究センター
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『栄養疫学研究室』：産学官等連携共同研究プロジェクト:データベースWGなど

令和5年度
データベース構築

令和6年度
データベース・オープン
に向けた開発

検索可能なシステム・
ホームページ開発中

データ収集中
＊ 食環境PJ参画機関
＊ 国立循環器病研究センター
「かるしおプロジェクト」との

連携調整中

医薬基盤健康・栄養研究所と食品企業８社（味の素㈱、カゴメ㈱、江崎グリコ㈱、キッコーマン㈱、㈱ゼンショーHD、日清食品HD㈱、㈱ニッスイ、㈱明治）との共同研究
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『栄養社会科学研究室』：日本人成人の玄米摂取の動向と特徴

玄米摂取群の割合は2～3％

玄米と白米の摂取割合の年次推移

1人1日食品摂取量の平均値の年次推移

＜豆類＞

＜野菜類＞

白米のみ摂取

玄米摂取

白米のみ摂取

女性

玄米摂取

・ 国際的に持続可能で健康的な食事（Sustainable Healthy Diets）と

して推奨されている全粒穀物に着目

・ 日本人成人の玄米摂取割合は2～3％と少なかった

・ 玄米摂取者は、多量栄養素、豆類、野菜、果物、ナッツ類の平均摂

取レベルが有意に高かった

・ 玄米摂取は女性、高年齢、大都市居住、幼い子供なし、高い教育レ

ベル、低BMI、定期的な運動、喫煙経験なし、過去喫煙と正の関連

・ 玄米食の普及には社会人口学的特徴や健康行動を考慮した働きがけ

が効果的である可能性

医食同源生薬研究財団助成（代表）

女性

男性

男性

国民健康・栄養調査の結果を活用
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『栄養社会科学研究室』：食品関連事業者の加工食品減塩による循環器疾患医療費抑制効果を推定

保健医療シミュレーション分野で
若手研究者対象の賞を受賞

NIBIOHNのXで報告

・ 食塩摂取量の削減は、日本における非感染性疾患低減、社会保

障費増加の緩和のために重要

・ システムダイナミクスモデルを開発し、2012年から2040年まで

の日本の40歳以上の人口における減塩介入の潜在的な健康効果

とコスト効果を分析

・ ベースランでは心血管疾患（CVD）と慢性腎臓病（CKD）の障

害調整生存年数（DALY）は、人口10万人当たりそれぞれ約55

人と9.5人になり、2040年までに約40兆円の社会保障費に寄与

・ 強制的な削減実施により、CVDとCKDのDALYを各5.7％と

6.2％減少、社会保障費を約6.7％削減

・ 自主的な削減実施により、CVDとCKDのDALYを各4.7%と5.2%

減少、社会保障費を5.6%削減

・ 減塩食の普及促進により、CVDのCKDのDALYを各2.8%、3.2%

減少、社会保障費を3.4%減少

・ 食品事業者による製品改良の取組は、健康と経済的アウトカム

により大きな影響を与えると推定

R6外部資金：厚生労働科学研究費補助金（代表）

共同研究機関：聖路加国際大学大学院公衆衛生学研究科、立命館大学、国立国際医療研究センター、滋賀医科大学、専修大学、山形大学

国民健康・栄養調査の結果を活用
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『栄養社会科学研究室』：世界の非感染性疾患リスク要因に関する国際共同疫学研究

非感染性疾患リスク要因に関する共同研究
NCD Risk Factor Collaboration (NCD-RisC)
共同研究機関：インペリアル・カレッジ・ロンドン、WHO等

Lancet 2024; 404:2077-2093
世界の糖尿病患者は8億人超、半数が未治療
未治療患者の大半は低中所得国に集中

国際食事データベース
Global Dietary Database (GDD)
共同研究機関：タフツ大学、WHO等

未成年の砂糖入り飲料の週平均摂取量(SV)と
その変化（全世界）

BMJ 2024;386:e079234
世界の未成年による砂糖入り飲料の摂取量、
約30年間で23％増加。サブサハラアフリカで
倍増、地域間格差、肥満への影響懸念

世界の疾病負荷研究
Global Burden of Disease Study (GBD)
共同研究機関：ワシントン大学、WHO等

Lancet 2024;403:1027-1050
行動・代謝要因の改善による生活習慣病予防
が、世界の死亡と障害の削減に最も効果的

リスク要因への介入による死亡・障害の
統合指標の変化の将来予測（全世界）

論文他2件 (Lancet Public Health, Lancet Neurol)

南アジア

東南アジア

高所得英語圏

東アジア

中東・北アフリカ8.3億人
糖
尿
病
患
者
数
（
百
万
人
）
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0
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未治療の糖尿病患者数 日本
500万人

論文他1件 (Lancet)

最も減少する
シナリオ

1990 2005 2018

世界
3.6 SV

世界
2.8 SV

中南米
9.1 SV

南アジア
1.3 SV

サブサハラ
アフリカ
2.1 SV

サブサハラ
アフリカ
4.2 SV

• WHOと連携し世界中の研究者らが参加する大規模な国際共同疫学研究

• 世界と各国の栄養政策のエビデンスを提供

• NIBIOHNの窓口として国民健康・栄養調査などの公的統計データを活用

• 主要著者としてデータ解析及び論文執筆にも貢献

• 国民健康・栄養調査の有用性とNIBIOHNの存在を世界に提示

国民健康・栄養調査の結果を活用
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『栄養疫学・政策研究センター』における今後の取組

令和4年～令和10年までの7年間計画

R4年
2022

R6年
2024

R5年
2023

R7年
2025

R8年
2026

R9年
2027

R10年
2028

栄養・食生活及び身体活動の実態に関する調査及び研究

● 国民健康・栄養調査、大規模研究データを活用した日本人の栄養・食生活と疾病の発症リスク・重症化リスクに関する栄養疫学研究

● ライフコースや社会要因も考慮した非感染性疾患リスク管理に関する国際共同研究を行う

● 国民健康・栄養調査の集計業務や精度向上に資する研究及び国や地方公共団体の健康・栄養調査の推進に資する研究

次期国民健康づくり運動プラン実施

健康日本２１（第二次）
分析評価事業

国民健康・栄養調査の実施に関する支援及びその基盤整備の推進

● 国民健康・栄養調査の集計業務
● 国や地方公共団体の健康・栄養調査の推進に対する提言や技術的支援

栄養・食生活と健康との関連の科学的根拠の収集整理、不足部分の課題を抽出し、食事摂取基準をはじめとするガイドラ
イン策定並びに政策提言に向けた研究を行う

● 国民健康・栄養調査及びコホート研究に基づく解析により、特に栄養素に関して食事摂取基準策定に資する研究を行う
● 日本人及び諸外国における食品の健康への影響に関する科学的根拠の収集整理を行い、データに基づく解析により、調査研究を行う

ライフステージ、社会経済的な状況も踏まえた食事摂取基準や身体活動基準等の指針の普及・実装に資する研究を行う

● 食事摂取基準の使用状況を調査し、活用できるガイドラインの作成を目指す。

健康日本２１（第三次）
分析評価事業

●国民健康・栄養調査の調査手法見直しに関する研究


